
千円 千円

4,151,894 2,755,498

1,217,736 190,100

258,511 604,977

221,988 1,080,000

2,122,930 223,868

97,600 70,317

24,242 171,827

26,626 8,008

71,596 17,123

113,661 104,842

△ 3,000 14,277

33,096

6,233,258 225,858

5,927,146 11,200

1,162,669

58,187 1,797,867

150,872 490,272

249,975 222,682

18,626 145,293

29,901 758,419

4,047,092 57,790

209,821 73,560

24,510

94,602 25,340

15,102 4,553,366

69,924

9,575 5,819,254

資        本        金 525,000

211,509 資　本　剰　余　金 103,666

64,367 103,666

81,503 利　益　剰　余　金 5,190,588

70,214 131,250

△ 4,575 5,059,338

948,381

1,046,920

3,064,036

12,531

12,531

5,831,786

10,385,152 10,385,152

(注)　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

未 成 業 務 受 入 金

機 械 装 置

リ ー ス 債 務

負    債    合    計

構 築 物

無 形 固 定 資 産

賞 与 引 当 金

役 員 賞 与 引 当 金

特 別 修 繕 引 当 金

貸 借 対 照 表

科 目科 目 金　　　　　　　　額 金　　　　　　　　額

未 払 消 費 税 等

前 払 費 用

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

短 期 借 入 金

（平成29年3月31日現在）

負債純資産合計資    産    合    計

資 産 除 去 債 務

繰 越 利 益 剰 余 金

別 途 積 立 金

関 係 会 社 株 式

リ ー ス 資 産

株 主 資 本

売 掛 金

未 収 入 金

借 地 権

リ ー ス 資 産

長 期 借 入 金

固 定 負 債

退 職 給 付 引 当 金工 具 ･ 器 具 ･ 備 品

船 舶

車 両 運 搬 具

買 掛 金

未 払 費 用

預 り 金

電 子 記 録 債 権

そ の 他

未 払 金

リ ー ス 債 務

受 取 手 形

貸 倒 引 当 金

繰 延 税 金 資 産

（資 　 産  　の　  部）

流 動 資 産 流 動 負 債

支 払 手 形現 金 及 び 預 金

(負 　 債  　の　  部）

1年内返済予定の長期借入金

純資産合計

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

そ の 他 利 益 剰 余 金

未 払 法 人 税 等

土 地

(純　資　産　の　部）

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

繰 延 税 金 負 債

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

受 入 保 証 金

固定資産圧縮積立金

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

そ の 他

資 本 準 備 金

利 益 準 備 金

貸 倒 引 当 金

株式会社オーナミ
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　千円 　千円

10,728,707

8,606,810

2,121,897

1,460,726

661,170

受 取 利 息 及 び 配 当 金 4,714

そ の 他 27,005 31,719

支 払 利 息 14,283

そ の 他 5,567 19,851

673,039

関 係 会 社 出 資 金 清 算 損 18,231 18,231

654,807

223,430

△ 14,950 208,479

446,328

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

平成29年3月31日まで

平成28年4月 1日から

損 益 計 算 書

営 業 原 価

営 業 利 益

営 業 外 収 益

金　　　　　　　　額科　　　　　　　目

営 業 外 費 用

営 業 収 入

経 常 利 益

営 業 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

当 期 純 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

特 別 損 失

法 人 税 等 調 整 額
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個別注記表 
重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１． 資産の評価基準及び評価方法 
  有価証券 

子会社株式……移動平均法による原価法 
その他有価証券 

時価のあるもの……決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入
法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。） 

           時価のないもの……移動平均法による原価法 
  たな卸資産……最終仕入原価法           
 

２． 固定資産の減価償却の方法 
 有形固定資産（リース資産を除く）……定率法 

但し、船舶及び平成10年4月1日以降取得した建物（附属設備を除く）並びに平
成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法を採
用しております。 
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物    3～65年 
機械装置  2～17年 
船舶    6～10年 

 
  無形固定資産（リース資産を除く）……定額法 
 

リース資産……所有権移転外ファイナンス・リース取引については、リース期間を耐用年数とし、 
残存価額を零とする定額法を採用しております。 
 

３． 引当金の計上基準 
貸 倒 引 当 金         ……債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見
込額を計上しております。 

賞 与 引 当 金         ……従業員賞与の支給に備えるため、従業員に対する支給見込額を計上しておりま
す。 

役 員賞与引 当金……役員に対して支給する賞与に備えるため、当事業年度における支給見込額に基
づき計上しております。 

退 職 給 付 引 当 金         ……従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額
に基づき計上しております。 
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰
属させる方法については、給付算定式基準によっております。 
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間
内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事
業年度から費用処理しております。 

役員退職慰労引当金……役員退職慰労金の支給に備えるため、役員退職金内規に基づく期末基本退職金
額を計上しております。 

特 別修繕引 当金……船舶の定期的な検査改修に要する費用に備えるため、改修費の見積額の当事業
年度対応額を計上しております。 

 
４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の処理方法……税抜方式によっております。 
      
連結納税制度の適用……日立造船株式会社を連結親法人とする連結納税制度の適用を受けております。 

 
５．会計方針の変更 

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いを適用） 
法人税法の改正に伴い、｢平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い｣（実

務対応報告第32号 平成28年6月17日）を当事業年度に適用し、平成28年4月1日以後に取得した建物付属
設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。 
なお、当事業年度において、計算書類への影響は軽微であります。 

 
     ６. 追加情報 
     （繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用） 

      ｢繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針｣（企業会計基準適用指針第26号 平成28年3月28日）を当 
事業年度から適用しております。 
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貸借対照表に関する注記 
１．有形固定資産の減価償却累計額      4,471,439千円 
 
２．保証債務 

以下の会社の後納料金支払保証に対し、保証を行っております。 

大浪陸運㈱ 9,800千円

 

３．受取手形裏書譲渡高 

 

 

４．関係会社に対する短期金銭債権債務 

短期金銭債権 785,204千円

短期金銭債務 198,708千円

 

損益計算書に関する注記 
   関係会社との取引高 

 営業取引 

  営業収入 2,590,374千円

  営業原価 1,673,495千円

 営業取引以外の取引高 

  賃貸料 6,322千円

 
 
株主資本等変動計算書に関する注記 

１. 発行済株式総数に関する事項 

 当事業年度末の発行済株式の種類及び総数 

  普通株式  10,455,074株 

 

２. 配当に関する事項 
 （1） 配当金支払額 

決 議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり 
配当額 

基準日 効力発生日 

平成28年6月6日 
定時株主総会 

普通株式 78,413千円 7.5円
平成28年 
3月31日 

平成28年 
6月7日 

 
（2） 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当事業年度後となるもの 
   次のとおり、付議いたします。 

決 議 株式の種類 配当の原資
配当金の 
総額 

１株当たり
配当額 

基準日 効力発生日

平成29年6月9日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 223,164千円 21.3円
平成29年 
3月31日 

平成29年 
6月12日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

322,460千円
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税効果会計に関する注記 
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な内訳 

繰延税金資産   

賞与引当金 69,587千円 

未払事業税 348千円 

役員退職慰労引当金 17,672千円 

退職給付引当金 231,964千円 

株式評価損 4,120千円 

その他 42,383千円 

繰延税金資産小計 366,076千円 

評価性引当額 △20,844千円 

繰延税金資産合計 345,232千円 

  

繰延税金負債  

 固定資産圧縮積立金 417,809千円 

 その他有価証券評価差額金 157千円 

 その他 962千円 

 繰延税金負債合計 418,928千円 

繰延税金負債の純額 73,696千円 

 
 
 

金融商品に関する注記 

１．金融商品の状況に関する事項 
(1) 金融商品に対する取組方針 

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行借入による方
針であります。デリバティブ取引については利用しておりません。 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 
営業債権である受取手形及び電子記録債権並びに売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

また、一部外貨建の営業債権は、為替変動リスクに晒されております。当該リスクについては、与信管
理を徹底し、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、取引先の信用状況を把握する体制と
しております。 
投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を有す

る企業の株式であり、定期的に把握された時価が取締役会に報告されております。 
営業債務である支払手形及び買掛金の支払期日はすべて1年以内であります。また、一部外貨建の営業

債務は、為替変動リスクに晒されております。 
短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金及びリース債務は主に設備投資に係る

資金調達であります。変動金利の借入金は金利変動リスクに晒されておりますが、借入を行う場合には
取締役会に報告されております。 
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２. 金融商品の時価等に関する事項 
平成29年3月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次の表には含めて
おりません。（注2） 
                                 (単位：千円) 

 
貸借対照表計上
額(＊) 

時価(＊) 差額 

(1) 現金及び預金 1,217,736 1,217,736 ― 

(2) 受取手形 258,511 258,511 ― 

(3) 電子記録債権 221,988 221,988 ― 

(4) 売掛金 2,122,930 2,122,930 ― 

(5) 投資有価証券 
その他有価証券 

 
17,503 

 
17,503 

 
― 

(6) 支払手形 (190,100) (190,100) ― 

(7) 買掛金 (604,977) (604,977) ― 

(8) 短期借入金 (1,080,000) (1,080,000) ― 

(9) 長期借入金(1年内返済予定の 
長期借入金含む) 

(714,140) (713,332) 807 

(＊) 負債に計上されているものは、( )で示しております。 
 

(注1) 金融商品の時価の算定方法及び有価証券並びにデリバティブ取引に関する事項 
（1）現金及び預金、(2)受取手形、(3)電子記録債権並びに(4)売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額によってお
ります。 

（5）投資有価証券 
これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。 

(6) 支払手形、(7)買掛金並びに(8)短期借入金 
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額によってお
ります。 

（9）長期借入金（1年内返済予定の長期借入金含む） 
        長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、時価は帳簿価額と近似し

ていると考えられるため、当該帳簿価額によっております。固定金利によるものは元利金の合計額を
同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。 

 
 (注2) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

区分 貸借対照表計上額(千円) 

非上場株式 64,000 

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(5)
 投資有価証券」には含めておりません。 
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賃貸等不動産に関する注記 
賃貸等不動産の状況及び時価等に関する事項 
１．賃貸等不動産の概要 

当社は、大阪府及びその他の地域において賃貸用の倉庫等（土地を含む）を有しております。 
 
２. 賃貸等不動産の貸借対照表計上額及び決算日における時価並びに当該時価の算定方法 

 (単位：千円) 

貸借対照表計上額 時価 

527,192 871,951 

  (注)1. 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。 
    2. 時価の算定方法 

主要な物件については不動産調査価格を基準に必要な補正を行って算定しておりますが、重要性
が乏しい物件については、一定の評価額や適正に市場価格を反映している指標を合理的に調整した
金額であります。 

 

関連当事者との取引 

１.親会社及び法人主要株主等 

（単位：千円） 

種類 会社等の名称 
議決権等の所有

(被所有)割合 

関連当事者との

関係 
取引内容 取引金額 科目 期末残高

親会社 日立造船㈱ 
(被所有) 
直接 100％ 

 

同社製品の輸送
及び荷役 
役員の兼任 

製品資材
輸送 

2,532,543 売 掛 金 738,410

(注) 製品及び資材の輸送は、受注に際して価格を交渉の上一般的な取引条件と同様に決定しております。 

   また、上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれておりま

す。 

 
２.子会社及び関連会社等 

(単位：千円) 

種類 会社等の名称 
議決権等の所有

(被所有)割合 

関連当事者との

関係 
取引内容 取引金額 科目 期末残高

子会社 大浪陸運㈱ 
所有 
直接 100％ 

陸上輸送の発注
役員の兼任 

陸上輸送 
 
不動産の賃
貸 

1,660,770 
 

6,322 

買 掛 金 
 

－ 

153,101

－

(注) 陸上輸送は、発注に際して価格を交渉の上一般的な取引条件と同様に決定しており、不動産の賃貸について

は、近隣の価格を参考にして双方協議の上決定しております。 

   また、上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれておりま

す。 

 
1株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額  557円 79銭  

１株当たり当期純利益 42円 69銭  
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